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はじめに

本稿では、1950年代半ばの朝鮮人の退去強制と
在留特別許可を対象に主権権力による追放と包
摂の力学を考察する。アジア太平洋戦争におけ
る敗戦とともに大日本帝国が崩壊し、7年間の占
領期を経て独立を果たした日本は、みずからの
主権を回復した。しかし出入国管理における退
去強制すなわち追放という主権権力の発露の場
に着目すると、この主権の回復という物語は別
の様相を見せる。というのも日本は独立後も、
韓国をはじめとする周辺諸国との国交樹立を果
たせず、韓国は、日本からの退去強制者の一部
の受け取りを拒否していたからである。これ
は、主権が国家間の承認によってはじめて機能
するという事実を如実に表していた。

一方で、戦後の在留特別許可件数の推移をみ
ると、50年代後半から65年までは年間約2,000件
と、高い値が続いている。その対象の多くは
朝鮮人だった。当時の朝鮮人にたいする在留
特別許可をめぐる動きは、主権権力は超越し
た権力というよりも、特定の文脈に埋め込ま
れた権力だということを示している。Ngaiは、
20世紀アメリカの「不法移民」にたいする法政
策を考察することを通じて、主権とその支配
が、超越的なものとしてではなく、歴史的な産
物として存立してきたことを示した（Ngai, M., 
2005, Impossible Subjects, Princeton University 
Press .）。同様に本稿では、主に1950年代半ば
の在留特別許可をめぐる国会での議論、民間団
体の活動を考察し、追放と包摂という主権権力
の行使が、冷戦構造にくわえて、当時の国際関
係、国民国家としてのあるべき理念、ローカル
な道徳に規定されていたことを明らかにする。

次節でもみるように、近年占領期の密航と

出入国管理に焦点をあてた研究がすすんでい
る（e.g. 福本拓，2011「『密航』に見る在日朝鮮
人のポスト植民地性」蘭信三編『帝国崩壊とひ
との再移動－引揚げ、送還、そして残留』勉誠
出版．小林聡明，2007「帰還・密航・送還—GHQ
占領期における在日朝鮮人の移動とメディア」

『東アジア近代史』（10）．モーリス＝スズキ，テ
ッサ, 2003「占領軍への有害な行動—敗戦後日本
における移民管理と在日朝鮮人」『現代思想』31

（11）.オーガスティン，マシュー, 2012「戦後占領
期日朝間における人流と国境管理」『朝鮮史研究
会論文集』（50）. 朴沙羅，2013「お前は誰だ」『社
会学評論』64（2）．）。これらのポスト植民地主義
的な観点からの研究を通じて、冷戦構造のなか
国民国家の主権が構築される過程における暴力
とその影響が明らかにされてきた。一方で、そ
れらの研究は主に占領期に限定されており、占
領終了後についてはいくつかの例外をのぞいて
十分研究されていない（e.g. 玄武岩, 2007「密航・
大村収容所・済州島―大阪と済州島を結ぶ「密
航」のネットワーク」『現代思想』35（7））。それ
ゆえこの研究の集中と空白は、独立＝主権回復
という物語を前提にしているようにみえる。本
稿は、占領終了後の朝鮮人への対応に焦点をあ
てることによって、この集中と空白のギャップ
を埋めることをも企図している。

１．出入国管理体制の整備と日本の独立

1.1　占領期における出入国管理体制の整備
ハンナ・アレントは、第一次世界大戦後のヨ

ーロッパにおいてオスマン帝国が崩壊し国民国
家が成立したこと、そのなかで「諸権利をもつ
権利をもたない人」の典型ともいえる少数民族
と無国籍者が出現したことを論じた（Arendt , 
H., Origins of Totalitarianism, Harvest Books, 
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2004）。大日本帝国が崩壊し国民国家へと再編さ
れた戦後の北東アジアは、アレントが論じた第
一次大戦後のヨーロッパと同様の事態を生じせ
しめていた。すなわち「帝国臣民」だった諸民
族は、複数の国民へと再編成されると同時に、
多数の「諸権利をもつ権利をもたない人」が生
じることになったのである。たとえば在日朝鮮
人や台湾人らは、選挙権を停止され、国境を越
えた移動を統制されることになった。とはいえ
帝国期においても、たとえば内地と朝鮮半島の
移動において、日本人と朝鮮人は決して対等に
扱われたわけではなかった（外村大，2011「日本
帝国と朝鮮人の移動－議論と政策」蘭信三編，
前掲書所収）。したがって戦後の国民国家による
マイノリティの排除や周縁化は、帝国時代の差
別的対応を引き継ぐ側面ももっていた。

一方で、当時の北東アジアが第一次大戦後の
ヨーロッパと違っていたことは、冷戦が激化す
るなかで、東西の両勢力が直に対峙し地域や民
族を巻き込んでいったということである。冷戦
は日本の出入国管理体制にも大きな影響を及ぼ
した。具体的には、すでに多くの研究が言及し
ているようにGHQは、基本指令において朝鮮
人を台湾人とともに「軍事上の安全が許すかぎ
り『解放人民』Liberated peoplesとして処遇す
べき」だが、「必要な場合には『敵国人』Enemy 
nationalsとして処遇されてよい」とした。つま
り朝鮮人や台湾人は、きわめて曖昧な立場にお
かれたのである（森田芳夫，1975『在日朝鮮人
の処遇と現状』湖北社, p. 74）。つづいて1947年
に、日本政府は、外国人登録令を発布し、在日
朝鮮人らを「当分の間外国人とみなす」として
法の対象とした。この外国人登録令は、退去強
制についての手続も含み、それを根拠に、軍事
裁判にかけられた在日朝鮮人の退去強制がなさ
れたこともあった（飛田雄一，1986「GHQ占領下
の在日朝鮮人の強制送還」『季刊三千里』48）。つ
まり日本政府とGHQは、当時まだ日本籍をもっ
ている「日本人」だった朝鮮人を追放していた
のである。

戦後すぐ日本にいた朝鮮人の多くは朝鮮半島
に戻った。200万人いたとされている朝鮮人のう
ち約140万人は1949年末までに帰郷したとされて
いる（森田, 前掲書，p. 68）。しかし当時、朝鮮半
島は不安定な政治経済状況にあり、帰郷するも

のが減少する一方で、再び日本に戻ってくる者
もいた。だがそうした動きは、GHQや日本政府に
とってみれば、秩序を乱す流れだった。くわえ
て朝鮮半島でコレラが流行したこともGHQの警
戒心を強めた（挽地康彦，2005「大村収容所の社
会史（1）―占領期の出入国管理とポスト植民地
主義」『西日本社会学会年報』3）。

1950年に入り、アメリカは出入国管理令（以
下、入管令と略）の策定をうながした。このア
メリカの強い影響のもとで入管令は策定され
た。テッサ・モーリス＝スズキによると、現在
にいたる「入国者に対する厳格な管理」と、法
務大臣の裁量によって決定される在留特別許可
に典型的な「官僚の自由裁量権との組み合わ
せ」という特徴は、そうした冷戦体制の産物な
のである（テッサ・モーリス＝スズキ，2005「冷
戦と戦後入管体制の形成」『前夜』3）。

しかし同時にこの改革は、当時の当局の視点
からみれば日本の出入国管理を「一般的国際慣
行に合致した」ものにすることを要求するもの
でもあった（篠崎平治，1955『在日朝鮮人運動』
令文社，p. 178-9）。1949年以降、密入国防止の責
任を担うことになった日本政府は「出入国の管
理に関する政令」を公布し、外務省管理局内に

「出入国管理部」を設置していた。しかしそれ
は、「一般的国際慣行」に十分合致したものでは
なかった。そのためGHQの指示により、組織お
よび法改正を繰り返し、最終的に法務省入国管
理局という組織が整備されるとともに入管令が
制定公布された。こうしてやっと「連合軍総司
令部の覚書に応え、且つ国際慣行に一致した法
令と機構の整備を実現することになった」ので
ある（篠崎，前掲書，p.179）。GHQは「出入国管
理行政が戦前のように警察の手で行われないよ
う」「より民主化したあり方」を求めたのだった

（川上巌，1965「出入国管理のあゆみ（十二）」『外
人登録』100）。

このGHQの要求はまた、退去強制の対象とな
った外国人を犯罪者のように扱ってはならない
ということも意味していた。出入国管理庁の初
代長官を務めた鈴木一は、後年、当時の認識を
次のように回想している。

第一に私の始めたことは、外国人を取扱う
役所として部下一同に対して「………入管の
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職員は第一線の外交官であるべきである。」と
訓示することであった。私は、日本が敗戦国
の汚名を返上して国際社会に復帰出来る条件
の一つは、人道主義に徹することであると確
信したからである（鈴木一，1966「日韓親和会
と私」『親和』157）。

このようにGHQの指示のもと「国際慣行」に
したがい出入国管理体制を整備することは、人
道主義に立脚した「国際社会」への「復帰」と
いう、戦前の体制との決別を意味するものでも
あった。

しかし同時に日本は、アメリカの思惑を越え
た規定を、入管令に盛り込もうとしていた。す
なわち入管令においても、在日朝鮮人、台湾人
らを外国人とみなし、この法の対象にしようと
したのである。しかしアメリカは、日本生まれ
の在日朝鮮人が退去強制されることになるこの
規定に反対したため、入管令は当初の予定より1
ヶ月遅れて1951年11月1日に公布されることにな
った（飛田雄一，1981「サンフランシスコ平和条
約と在日朝鮮人」『在日朝鮮人史研究』6）。結局
入管令は、この時点では敗戦前から日本に居住
している旧植民地出身者には適用されないこと
になったものの、アメリカは、独立後の日本の
方針にまでは関知しないとした（大沼保昭，2004

『在日韓国・朝鮮人の国籍と人権』東信堂）。

1.2　サンフランシスコ平和条約の発効と出入国管理
以上のような占領期を経て、1952年サンフラ

ンシスコ平和条約（以下、サ条約）により、日
本は独立を果たし主権を回復した。しかしな
がら、韓国、北朝鮮、中国、台湾など、日本が
かつて植民地、あるいは占領していた国、そし
て本土に居住していた多くの在日外国人の故郷
の国はいずれも、この条約の締結の相手国では
なかった。日本政府は、在日朝鮮人の法的地位
について、サ条約までに決定することをもくろ
み、51年末に日韓予備会談に臨んだが果たせなか
った。そのため平和条約発効の直前に、通達に
よって在日朝鮮人らの国籍を剥奪し、この結果
彼（女）らは、入管令の対象になったのである

（飛田，前掲書など）。
こうして在日朝鮮人の法的地位が未確定のま

ま平和条約が発効したことは、出入国管理にも

思わぬ影響をもたらした。というのもこれを機
に、韓国が、敗戦前から日本に居住していた在
日朝鮮人の法令違反による退去強制者の受け取
りを拒否するようになったからである。前述の
ように、独立以前から、GHQと日本政府は、外
国人登録令の規定にもとづき「有罪判決1年以
上」の刑法令違反者を退去強制し、密入国者と
ともに定期的に韓国に送還していた。しかしサ
条約発効後の1952年5月の第8次送還において、
在日朝鮮人の法的地位が未確定であることを理
由に、韓国政府は、被送還者のうち125名の在日
朝鮮人刑法令違反者の受け取りを拒否した。そ
のため彼らは、再び日本に送り返され、大村収
容所に収容されることになった（法務省，1980

『出入国管理』）。つまり主権を回復したとされる
サ条約発効によってむしろ日本は、「合法的な
移動手段の独占」としての主権の効力を発揮で
きない事態に直面することになったのである。

「国際社会による協力」があってはじめて成り立
つ「パスポートとそれに関連した移動に対する
管理」すなわち追放の権力としての日本の主権
は、平和条約発効後も未確立だったといえよう

（J.トーピー，2008『パスポートの発明』法政大学
出版局）。

当時、朝鮮半島からの密航は、数は減少して
いたものの継続していた。それにくわえて法令
違反者を退去強制できない状態になったのであ
る。さらに54年7月には、韓国は被送還者を全面
的に拒否するにいたり、大村収容所の被収容者
はますます増加することになった。同年前半に
は、被収容者が毎月200−250人くらい増加し、8
月には収容可能人数を超えた 1,200人が収容され
ていたという。そしてこうした状況が、在留特
別許可の緩和につながった。すなわち52年には
356件だった在留特別許可件数は、53年に671件、
54年には1,753件に急増した。この数は、翌年以
降、65年の「日韓法的地位協定に基づく措置」に
よって「それまで在留特別許可の半数以上を占
めていた刑罰法令違反者が、退去強制手続の対
象にならなくなった」ことによって急減するま
で毎年2,000件を超えていた（『出入国管理』1980, 
158）。つまり1950年代半ばから60年代前半は、
戦後のなかで90年代末以降についで、在留特別
許可が数多く出された時期だった。次節以降で
は、この増加の背景となった状況と在留特別許
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可を緩和するさいの論理について検討したい。

２．主権を規制する道徳：
　　密入国者にたいする在留特別許可

2.1　主権と道徳

密入国の原因は主として自国の社会不安よ
りの逃避、家族との面会、或は勉学等の極め
て同情すべきものであり、更に過去の特殊な
関係よりしてその取締は情において忍びない
ものが、ないではないが、情に棹さして流さ
れることは、国家として特に許されない処で
ある（篠崎　前掲書，P.173）。

当時、警察庁警視だった篠崎平治は、国家の
原則的な立場をこのように述べる。しかし実際
には「情」は、主権の効力に影響を与えるもの
としてあった。というのも官僚や大臣の裁量が
大きい日本の出入国管理体制においては、「情」
こそが、主権の権能を規制するための規範すな
わち道徳として機能してきたからである。つま
り主権者の裁量が大きいということは、主権権
力の規制にあたって、道徳が機能する余地が大
きいということでもある。

しかし裁量が大きいということはまた、主権
それ自体の存立を問うことなしに、道徳的な価
値に争いの水準を限定する効果ももっていた。
とりわけそれは、法務大臣の裁量的判断の典型
といえる在留特別許可をめぐる争いに表れてい
る。すなわち在留特別許可を求める争いにおい
ては、それが最終的には法務大臣によって判断
されることを前提の上で、「誰が在留を認められ

るに値するのか」という道徳的な価値基準が争
点となってきた。

こうした在留の可否を決める基準を、道徳的
な価値に求めるという方法は、占領中から始ま
っていた。森田によると、占領中から「密入国
者」に対する救済手段として、GHQに嘆願書を
提出して在留が許可される方法があった。その
後出入国管理庁が設立されてからは、民事部に
くわえて出入国管理庁を通じても嘆願書が提出
されるようになった。つづいて52年3月より窓口
は日本政府に一本化されつつ「嘆願書は特定の
形式により、司令部の処理を仰ぐこと」とされ
た。同年10月末までの約7ヶ月間に、日本政府を
通じた嘆願書は525件に及んだとされる（森田，
前掲書，p. 170-171）。そしてこの形式は、51年に
施行された入管令にも組み込まれた。森田によ
ると、在留の可否を決める判断については、52年
11月以後、入国管理庁において長官以下、課長
以上よりなる「裁決諮問委員会」によって行っ
ていた。つまり追放という主権権力を前提に、
退去強制手続きのなかで嘆願書を提出する一方
で、主権権力を行使する者がその裁量によって
在留の可否を判断するという占領期につくられ
た体制は、独立後の入国管理体制にも引き継が
れたのである。

2.2 戦前との決別と連続
以上のように在留特別許可を求める方法は、

占領期から継続したものだったが、その基準に
ついて議論されるようになったのは独立後だ
った。前述のように、韓国への「追放」ができ
ない状況のもとで、大村収容所に収容される者
が増加していくという事態が国会でも取り上げ
られ、在留特別許可の緩和が主張されたのであ
る。このとき、その基準を正統化する論理とし
て持ち出されたものの一つも、人道国家や平和
という戦後日本が打ち立てようとしていた価値
観であった。たとえば国会の論議においても、
在留を認めないのは「人道国家をも誇る日本国
民としてどうであるか」（54年2月3日衆議院法務
委員会（以下、衆院法委と略）における林信雄
議員（吉田自由党））や「裸になった日本人で
す。そしてもう世界はやがては一つになろうと
いうことを日本人はやはり考えておる。その線
に通じて、平和憲法をもって国をやって行こう

在留特別許可件数

出典：法務省
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という基本方針がある」（同，木下郁議員（右派
社会党））という発言がみられる。これら在留特
別許可の根拠を、戦後の新しい価値観に求める
点は、所属政党にかかわらずある程度共通した
見解であったといえる。

とはいえこうした戦後日本がまず対応しなけ
ればならなかった「密入国者」は、戦前・戦中
から日本とつながりをもっていた朝鮮人だっ
た。というのも1950年代に入ってなお、在留を
求めるものの多くは、戦争前あるいは戦時中か
ら日本に居住していた者など、何らかのつなが
りをもつ者が大半だったからである。1954年衆議
院法務委員会に設けられた「外国人の出入国に
関する小委員会」は、全会一致で在留特別許可
の基準の明確化および緩和を求めて決議を行っ
た（森田，前掲書）。それは、「1、終戦前相当期
間日本に居住し、戦争末期に強制疎開その他の
事由によって、朝鮮、台湾に疎開等をしたが、
終戦後、日本の旧居住に現状恢復したような場
合」「2、現に日本に居住する夫婦、親子、兄弟
姉妹等近親関係の一方が、他方を朝鮮、台湾か
ら呼び寄せた場合」「3、1、2、の共合する場合」

「4、日韓、日台、日中関係の事業に従事してい
るものおよび技術、芸能、学問研究を志望して
いるもので、相当の実績をおさめている場合」
に、在留を認めるよう求めるものだった。

このうち本稿では、1、2について検討してみた
い。まず1に該当するのは、戦前・戦中に日本に
居住していた朝鮮人たちである。こうした「元
日本人」に対して、多くの議員や官僚のなかで
も「実に気の毒な人たち」（54年2月3日衆院法
委、鈴木一の発言（以下、発言者の姓のみ表
記））という認識は共有されていた。したがって
鈴木は、「密入国者は必ず帰すという」国際慣例
にもとづく入管令を前提にしつつも、「できる
だけあたたかい気持と法の冷厳なる運用との両
方」によって対応しているという。またそうし
た朝鮮人、台湾人にたいして、鈴木の後任とし
て入国管理局長に就任した内田藤雄は「日本に
居住するに至った理由等が、日本自体がむしろ
責任を負わなければならない場合も多々あるこ
とは、われわれも十分承知してお」ると述べて
いる（54年9月2日　衆院法委外国人の出入国に
関する小委員会（以下、小委と略）、内田）。

しかしこうした日本の責任は、朝鮮人らの在

留を認めるさいの主要な根拠となっていたわけ
ではなかった。というのも在留を認めるのは、
あくまでも例外的な恩恵的措置であり、戦前に
居住していたということのみをもって在留が認
められるわけではなかったからである。それ
は、前述の密入国者は全部帰すという「国際慣
例」によるばかりではなく、「必ずしも全部日本
から帰りました百三、四十万の朝鮮の人たちを
おいでなさいといって受入れるだけの余裕がな
い」というのが理由だった（54年2月3日衆院法
委，鈴木）。確かに当時の朝鮮半島は不安定な状
況にあったが、それでも52-54年に「不法入国」
として検挙されたり、「逃走」と確認された件数
は、あわせても毎年約2,000件弱から3,000件にす
ぎなかった（森田，前掲書，p. 149）。しかし入管
局長は、戦前「内地」に居住していた者全員が
戻ってくるかのように捉え、選別の必要性を主
張していた。

そしてこの選別の基準として持ち出されたの
が、日本国家への忠誠だった。すなわち「かつ
て日本に非常に協力してくれたとか、あるいは
日本人の生命を助けてくれたとか、要するに日
本国家としてその人に恩義を感じておる」場合
は「助けてやらねばならぬ」という。また「長
いこと二十年も日本におった、日本に本拠があ
った人」が「たまたま向うに行っておったとい
う場合」も「助けてやる」という。ただしこの
場合は、いつ朝鮮に戻ったのかも判断基準とさ
れた。すなわち「まだ日本であるうちに向う
に、たまたま墓参りに行くといって、それっき
り帰れなくなったというような」場合は認めら
れるが、戦後に引揚げで帰った場合は、「日本を
見限っ」たとされたのである（54年2月3日衆院
法委，鈴木）。このように、たとえ「元日本人」
であったとしても全員が在留を認められるわけ
ではなく、「日本に忠誠を尽くしたか」どうかが
その基準となっており、そうした人にたいして
は恩恵として在留が認められていた。戦後の価
値観に立脚したはずの出入国管理体制において
も、「日本国家への忠誠」が選別基準として機能
していたことがわかる。

2.2 人情に変換される人道
つづいて在留特別許可を緩和すべき第二の基

準として提示されたのは、元々「内地」に居住
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していた者以外で、日本人と結婚したり日本に
居住する家族を訪ねてきた場合を対象としたも
のである。小委員会が指摘したのは、同じよう
なケースでも認められない場合があるというこ
とだった。これに対して、入管局は「波打際」
で捕まった「現行犯」は認めることは難しいと
答弁している。それは密航を「あたかも奨励す
るような結果になってしまう」ことを恐れての
ことだった（54年9月2日衆院法委外国人小委，
内田）。これに対して、林信雄は「親子という
ものは、親子のできたときに起る情愛でありま
す。決してそれが家の下におるから、おらない
からの情愛ではない」といい、「波打際」で捕ま
った者と入国してから一定期間経ったもののあ
いだに、「親子の情愛」の差はないと指摘する。
林は、こうした親子が「一緒に暮したいという
熱意」は、「国境を越えた問題」であり、それは

「人心の大道」から認められねばならないと主張
する。ここで興味深いのは、こうした親子の情
愛を認めるという人道的価値は、日本の伝統的
な価値観である「人情」と互換的なものとして
理解されていたということである。

密入国者であっても………とにかく生活の本
拠がこっちに移ってしまっておる。これをいま
さら妻子と切り離して本人だけを帰すという
ことは、とにかく人道上忍びないという場合に
は、またそっちの方の考慮からこれらの在留を
許しておるという例もあります。………たまた
まこれは人情としましてやむを得ないのでござ
いますが、話を聞きますとやはり情が移るわけ
でご

マ

ご
マ

いまして、これは気の毒だと思うことが
多いのであります（54年9月2日衆院法委小委，
内田）

源了圓によると、「情」とは「共感」を意味
し、自我を前提とする西欧ヒューマニズムとは
異なるものの日本的ヒューマニズムの思想的基
盤であった（源了圓，2013『義理と人情』中公文
庫）。こうした人情は「個別主義的性格の社会や
文化の産物」であり、普遍的な関係性より個別
の人間関係を重視し、その関係のなかで生まれ
る共感であるという（源，前掲書）。実際、「密
入国者」にたいしても、彼（女）らが、かつて
植民地支配をしていた朝鮮や台湾の人びとであ

ることからくる「人情」を根拠に在留を認める
よう主張された。

朝鮮なり、台湾なりの諸君は、かつては四十
年、あるいは五十年にもわたる同胞としての諸
君であつたのですから、一夜添うても妻は妻
というようなもので、長い間の同胞生活をして
おりました者には、それだけのまた人情という
ものもあり得ると思うのであります（54年2月3
日，法委，林）。

林は、そういう朝鮮人、台湾人が「まことに
気の毒な状況にある」のを「路傍の人のごとく
見る」ことは「人道国家をもつて誇る日本国
民」としてどうであるか、という。このように
戦後日本が立脚しようとしていた「人道」とい
う価値観は、日本的ヒューマニズムの「情」と
して解釈されることで、歴史的なつながりを考
慮し主権を規制する道徳として提起されたので
ある。しかしそうした道徳はまた、戦前からの
日本の優越感を引きずっていたことも見逃せな
い。すなわち林は、「もう時代もしかも国家の国
政状態も変化しておりまするからあまり大きな
ことは言えませんが、少くとも大韓民国と比較
いたしました場合の日本国は」「一小国と一大国
であるということも」「言えると思う」と付け加
えている。

以上のように、「密入国者」の在留特別許可
の緩和をめぐる議論においては、様々な道徳に
もとづいて追放という主権権力を規制すること
が目指されていた。具体的にはそれは、戦後日
本が追求しようとしていた「人道」という新し
い価値、戦前同様の「日本への忠誠」、あるいは
優越感を含みつつ歴史的なつながりにたいする

「人情」という伝統的な道徳などが入り交じった
ものだった。これら寄せ集めの道徳によって主
権権力が抑制されていたことは、その行使がロ
ーカルな文脈に埋め込まれたものであることを
示している。

３．日韓関係と追放の権力：
　　法令違反者にたいする在留特別許可

3.1 韓国政府による被送還者受取り拒否
前節では、「密入国者」の在留特別許可を根拠
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づける道徳について検討してきた。当時、「密
入国者」とともに大村収容所に収容されていた
のが、敗戦前から日本に居住している在日朝鮮
人の法令違反者である。前述のように、当時は
在日朝鮮人であっても懲役一年以上で退去強制
事由に該当していた。日本政府は、当時開催さ
れていた日韓会談においても、在日韓国人を退
去強制の対象とすることを基本方針としていた

（小林玲子，2011「日韓会談と「在日」の法的地
位問題─退去強制を中心に）李鐘元他編『歴史
としての日韓国交正常化Ⅱ脱植民地化編』法政
大学出版局）。しかしサ条約以後、韓国政府は、
在日朝鮮人の法的地位が決まっていないことを
理由に、被送還者の受取りを拒否していたこと
もすでに述べた。トーピーのいう「合法的な移
動の独占」とは、主権権力が自らの権能にもと
づいて人を追放できるということである。つま
り主権権力にとって最も重要なのは、選別およ
び追放の権能を自分たちの掌中に保持しておく
ことである。この点からみれば、韓国政府は日
本のその権能を否定した存在だった。それゆえ
この事態に内田入管局長は「はなはだ不愉快」
と不満を述べている（54年11月13日衆院法委小
委、内田）。

一方で前述のように、大村収容所の収容能力
は限界に達しつつあった。そのため、同年末韓
国側からの「収容中の刑罰法令違反者をある程
度釈放すれば、密入国者などの戦後入国者を引
き取ってよい」との申し入れを受けて、日本政
府は、刑罰法令違反者の仮放免を模索すること
になった（法務省，1980，前掲書）。このさい、
仮放免者の身許引受を行ったのが日韓親和会で
ある。

3.2 日韓親和会と鈴木一
日韓親和会とは、1951年日韓の予備会談の主席

代表であった松本俊一を激励する集まりのさい
に、当時入管局長だった鈴木一が「民間親和団
体の必要を提唱」したことをきっかけとして、
翌年設立された団体だった（鈴木一，1978「日韓
親和会二十五年の歩み」『コリア評論』194）。初
代会長には下村宏（海南）が就任し、1953年11月
に創刊した月刊誌『親和』には、外務大臣や法
務大臣らが祝辞を寄せるなど政界とのつながり
の強い団体だった。

親和会設立のきっかけをつくった鈴木は、も
ともとは農林省の官僚であったが、父貫太郎が
首相に就任したさいに総理秘書官となりそのま
ま敗戦を迎えた。戦後は侍従次長を務めていた
が、出入国管理庁が設立されたさいにその初代
長官に任命されたのだった。それまで朝鮮問題
に特にかかわりをもっていなかった鈴木は、長
官就任にあたって「朝鮮問題研究」に開眼し、

「私のセルフ・ワーク」だと誓ったという（鈴木
一，1962「日韓親和会への情熱」『親和』100）。54
年に出入国管理庁長官の役を辞した後は、日韓
親和会が鈴木の朝鮮人問題への取り組みの足場
となった。

とりわけ鈴木の関心は在日朝鮮人問題に集中
していた。彼は、『親和』に初めて寄せた論考に
おいて、サ条約で朝鮮人に国籍選択権が与えら
れるべきだったと主張している。それゆえ「在
日朝鮮人問題の取扱については、少くとも国際
慣例による国籍選択主義と同じ精神をもつて取
扱うべきである」こと、「『六十万朝鮮人を帰
せ』というが如き暴論は全く人類の叡智が人権
を尊重して共存共栄の世界を建設せんとしてい
るその進歩を、否定するものと断ぜざるを得な
い」と述べる（鈴木，1953「在日朝鮮人問題の
ABC」『親和』2）。鈴木がいうように、当時「朝
鮮人を帰せ」という主張も珍しくなかった。そ
のなかで彼は、前述のように、戦後日本は「人
道国家」として国際社会に復帰するしか道がな
いと考えていた人物であった。

このように鈴木は「在日朝鮮人」に一定の理
解を示していた。だが一方で、当時の入管局長
だったにもかかわらず、入管令を在日朝鮮人に
適用しようとした理由については何ら触れたこ
とはなかった。またこの法令とりわけ退去強制
事由の適用については、在日朝鮮人による強い
反対運動がなされていた（朴慶植，1989『解放後
在日朝鮮人運動史』三一書房）。しかしそれに言
及することもなかった。鈴木の立場はあくまで

「不良分子に対する取締を徹底すると共に、善良
なる人達に対する厚生、教育の処施策を同時に
併行すべきである」という選別主義だったとい
える（鈴木，「在日朝鮮人問題のABC」）。

3.3 追放のための包摂
前述のように、1955年韓国側からの要請を受け
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て日本政府は、法令違反者を仮放免することに
なった。このとき日韓親和会が、一部彼（女）
らの身許を引き受けることになった。それは

「親和会の事業として特筆すべきもの」だった
と鈴木は後年回想している（鈴木、「日韓親和会
二十五年の歩み」）。具体的には親和会は、「保護
事業部」を設け、第3次7回にわたり128名の仮
放免者を受け入れた。また会では、ただ保証人
になるだけではなく、病人の「ベッド」の確保
や職の確保を行い、また関係機関の協力を得て
多くの者に労務関係の職を斡旋した。こうして
その大部分の者は「特別

マ

在
マ

留許可」を得たとい
う。（鈴木一，1955「大村入国者収容所の仮放免
者に対する本会保護事業の概要」『親和』23，旧
仮名遣いは改めた、以下同）。

とはいえこの法令違反者は、そもそも戦争前
から日本に居住していたり日本で生まれ育った
在日朝鮮人である。しかし鈴木や親和会の姿勢
は、「国外に出てほしいという国家の決定を受け
た人達が、その本来行くべき本国が受取らない
ために国に帰れないということに対して」「非常
に同情を持った」とあるように、法自体に疑義
を示すのではなく、あくまでも法違反者にたい
して「同情」し助けようとするものだった（「大
村収容所仮放免者の保護と日韓親和会の事業
　日韓親和会理事鈴木一氏にきく」『親和』17, 
1955）。

同時に、刑法令違反者の仮放免は、前述のよ
うに韓国政府が戦後の密入国者の受取りを再開
するための条件でもあった。鈴木は、日韓親和
会による事業によって韓国への送還が再開でき
たことを次のように評価する。

大 村 に 収 容 さ れ て い た 密 入 国 者 を 乗 せ て
二百十名内外の人達を釜山に送り返したのであ
りますが、この船が恙なく出港したということ
は、即ち日韓親和会において仮放免者をお引受
けしたということと相関連することでありまし
て、しばらく杜絶えていた日韓の間が正常の状
態に戻る第一の切っかけを日韓親和会がお手伝
い致し得たということについて、非常に嬉しく
思っている（同上）。

日本の市民運動が、在日朝鮮人の権利擁護に
取り組むようになるのは1960年代半ばになって

からであり（田中宏，2002「「在日」の権利闘争の
五十年」『環』11）、それに先駆けて日韓の友好を
目的とした民間団体として、在日朝鮮人問題と
りわけ在留の支援に取り組んだ親和会の活動は

「先駆的」だったともいえる。一方で結局、親和
会の仮放免者保護事業は、「密入国者」の送還を
再開するためのものでもあった。それゆえ親和
会は「追放のための包摂」、主権権力を行使させ
るための役割をすすんで担ったともいえる。前
述のように、当時、退去強制される存在となっ
たことにたいして、在日朝鮮人による反対運動
が行われていたが、親和会の姿勢は、それとは
対照的に、法自体の不公正を問うことはなかっ
た。結局、1965年の日韓基本条約の締結にともな
い在日朝鮮人の退去強制事由は懲役七年以上に
限定されることになった。言い換えれば、日韓
親和会が身許を請け負った仮放免者の多くは、
在日朝鮮人を退去強制するという不公正な制度
であるがゆえに生まれた「退去強制該当者」だ
ったといえる。

おわりに

これまで論じてきたように、日本は、サ条約
によって主権を回復したといわれるものの、周
辺諸国との国交回復を果たせず、「追放」の権
力としての主権を行使できないでいた。そうし
たなかで、在留特別許可という包摂のツールが
注目されることになった。本稿では、この追放
と包摂の力学を考察した。第一に、戦後の密入
国者にたいする在留特別許可については、それ
を正統化する道徳を検討した。それは具体的に
は、「人道」という戦後日本が新しく追求すべき
理念、戦前同様の「日本への忠誠」、あるいは

「人情」という日本的な道徳などだった。この
ような道徳は、主権権力を規制するものとして
位置づけられる。第二に、在日朝鮮人の法令違
反者にたいする在留特別許可は、日韓関係の対
立を背景にした大村収容所の収容能力の限界と
いう背景があった。このとき日韓親和会という
民間団体が仮放免者を保護することによって、

「追放」の権力の行使を可能にした。以上のよう
に、1950年代の朝鮮人をめぐる追放と包摂は、ロ
ーカルな道徳や国際関係によって影響を受ける
歴史的産物だったのである。




